
府中市行財政改革推進プラン（平成２３年度～２５年度）達成状況一覧

基本方針 取組 取組
達成
状況

基本方針 取組 取組
達成
状況

1各種財政情報の公表 ◎ 　⑧　市立保育所 ◎

2予算説明書等の作成・公表 ◎ 　⑨　市立幼稚園 △

3入札・契約情報の公開 ○ 　⑩　給食センター ◎

4監査報告書等の公開 ◎ 　⑪　特別養護老人ホームよつや苑・あさひ苑 ◎

5市政情報公開室の充実 ◎ 　⑫　自転車駐車場 ○

6市関連団体の情報公開の促進 ○ 　⑬　粗大ごみ収集運搬業務 ◎

開示請求に対する迅速な情報開示 × 　⑭　道路・下水道等の管理業務 ◎

・情報公開請求に対する対応 ◎ 　⑮　総合窓口業務 ◎

・文書管理システムに関する取組 × 　⑯　人間ドック業務 ◎

8給与や定員管理の状況、福利厚生事業の実施状況の公表 ◎ 6市場化テストの導入の検討 ◎

9個人情報の保護の徹底 ◎ 7契約制度の見直し ◎

1各種情報媒体の活用 ◎ 8職員の諸手当等の適正化・見直し ◎

2 ホームページの充実 ◎ 9市関連団体の経営改善の促進 ◎

3広報紙の配布世帯の拡大 ◎ 10情報システムの最適化 ◎

4 「わたしの便利帳」の全戸配布 ◎ 11公共工事コストの縮減 ◎

1市民意識調査の定期的な実施 ◎ 1 しごと改革への取組 ◎

2オンブズパーソン制度の継続実施 ◎ 2 定員管理の適正化 ◎

3市政モニター制度の継続実施 ○ 3 「府中市人材育成基本方針」に基づく職員の育成 ◎

4市政世論調査による市民意見の分析等 ◎ 4職員給与の適正化 ◎

5専門相談員による無料相談の継続実施 ◎ 5業績評価制度（人事評価システム）の充実 ◎

6市長への手紙、市長との懇談会等による意見聴取 ◎ 6退職手当制度の見直し ◎

1市民参画の仕組み・制度の検討 ◎ 7柔軟な勤務体制の推進 △

2附属機関等への公募市民枠の拡充 ◎ 8職員提案制度の充実 ◎

3市民活動団体への直接支援制度等の導入の研究 × 9CI推進運動の充実 ◎

4 市民活動団体の育成 ◎ 10多様な雇用形態による職員採用 ◎

5市民提案型市民活動支援事業の拡充 ◎ 1財政の健全性の維持 ◎

6府中NPO・ボランティア活動センター運営業務の充実 ◎ 2計画的な基金運用 ◎

7市民活動の活性化に向けた拠点整備 ◎ 3財政見通しの作成 ◎

8市民との協働による公園管理の推進 △ 4自治体間で比較可能な財政情報の公表 ◎

9パブリック・コメント制度の推進 ◎ 5公会計改革の推進 ◎

1PDCAサイクルを徹底した行政システムの確立 ◎ 新たな自主財源の確保（①～⑤） ×

2 第５次府中市総合計画後期基本計画及び各種個別計画の進行管理 ◎ 　①　広告料収入の拡大 ×

3戦略的な意思決定や横断的な政策調整の実施 ◎ 　　・配布物への広告掲載 ◎

4 市民ニーズや時代・環境の変化に迅速に対応できる行政組織の再編 ◎ 　　・公共施設内での看板掲出等 ◎

5 公共施設の計画的な維持管理 ◎ 　　・図書館HPの広告掲出 △

1 行政評価制度の確立・活用 ◎ 　②　ネーミングライツ制度の導入 ×

2 事務事業の見直し ◎ 　③　市施設等駐車場の有料化 ○

3 補助金等の見直し ◎ 　④　市施設の自動販売機設置への競争入札の導入 ×

4 公共施設の維持管理経費の見直し ◎ 　⑤　市税の税率の見直し △

民間活力の積極的な活用（①～⑯） × 7市税等の収納率の向上 ◎

　①　府中の森市民聖苑 ○ 8受益者負担の適正化 △

　②　文化センター（地区図書館を除く） ◎ 9 未利用の市有地の有効活用 △

　③　地区図書館 × 10特別会計の財政健全化 ◎

　④　生涯学習センター ◎

　⑤　府中市美術館 ○ 評価区分 件数

　⑥　郷土の森総合体育館 × ◎　取組内容を達成 53

　⑦　学童クラブ ◎ ○　取組内容と異なる結果となったが見直しを行った 3

△　取組内容には未達成だが、目標達成に向けた進展があっ
た

4

×　進展がなく、取組目標の達成ができなかった 4

計 64

 
３
　
財
政
運
営
の
効
率
化

取組８  財政運営の効率化

6

※取組１－１－７、２－６－５、３－８－６は全体で１プランとしています。

プラン名

 
２
　
行
政
改
革
へ
の
取
組

（
続
き

）

取組６ 効果的・効率的な行政運
営の推進（続き）

5

取組７  職員の育成と組織の活
性化

 広聴活動の拡充

取組４  市民参画の推進

 
２
　
行
政
改
革
へ
の
取
組

取組５  計画的な行財政の運営

取組６

プラン名

 
１
　
市
民
と
の
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

取組１  適切で効果的な情報の
公開

取組２  広報活動の充実

7

取組３

 効果的・効率的な行政
運営の推進

5
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課

1 1各種財政情報の公表

▼　市の財政状況を総合的に把握できるように、市
の歳入歳出の状況や関係する一部事務組合の財政
状況、第三セクター等への財政支援の状況等を公
表します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　平成２２年度～２４年度における一般会計と特
別会計の財政状況及び市と関係する一部事務組
合や第三セクター等の財政状況の把握、集計、公
表した。また、第６次府中市総合計画策定にあわ
せ、平成２５年度～平成２９年度までの財政見通し
を作成し、公開した。今後も、決算の確定後、各種
財政状況の公表を進めていく。

財政課

2 2
予算説明書等の作成・
公表

▼　財政情報をよりわかりやすく市民に提供していく
ため、毎年度作成する予算書とは別に、予算説明書
等を作成し、公表します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　平成２５年度版「財政の概要」を作成し、過去
の財政状況等との比較、他市との比較などで、市
の財政状況を公表した。
▼　第６次府中市総合計画の新たな体系に合わせ
た予算編成を行い、「予算の概要」についても、新
たな総合計画の取組みと予算の関係が分かるよ
う、「予算のあらまし」として内容のニューアルを
行った。

財政課

3 3入札・契約情報の公開
▼　入札・契約に関する情報は、すべて公開を原則
とし、ホームページの有効活用など、より情報を入手
しやすい環境・体制をさらに整備します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 2
取組内容と異なる
結果となったが見
直しを行った

▼　電子入札に係る経過調書は、東京電子自治体
共同運営電子調達サービス（以下「共同運営」とい
う。）で公開されており、市のホームページでお知ら
せするとともにリンクを張り閲覧可能とした。また、
電子入札を実施していない「売払い」については、
経過調書を契約課窓口カウンターにて公開してい
るが、随意契約の「物品」については、業者からの
要望もないことから公開については検討中である。

契約課

4 4監査報告書等の公開

▼　監査結果については、「府中市監査委員に関す
る条例」に基づき、府中市役所前、府中市役所東部
出張所及び西部出張所前の掲示、ホームページ等
を活用し、監査結果をはじめとする監査に係る情報
を広く提供します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　計画どおりの取組み成果があがっており、下半
期も計画を達成できる予定である。今後も、監査結
果の公表にあたっては、市民にわかりやすい表現
を心掛けるなど、情報提供の方法を向上させていく
ことが課題である。

監査事務
局

5 5市政情報公開室の充実

▼　附属機関や類似機関の会議録等市民が必要と
する資料の整備に努めるとともに、市政に関する情
報を積極的に公開することで、市政情報公開室の充
実に努めます。

▽充実 ▽充実 ▽充実
▽利用者数
延べ8,000人

1
取組内容を達成し
た

▼　市政情報公開室における情報の積極的な公
開を進めているが、市ホームページなどの情報提
供媒体の充実も併せて行ってきており、自宅等で
情報を入手しやすくなっていることから利用者数の
減少傾向がある。

広報課

6 6
市関連団体の情報公開
の促進

▼　府中文化振興財団や府中市社会福祉協議会な
ど、市が出資又は財政援助をしている関連団体に対
し、職員の給与や定員管理の状況、事務報告書・財
務諸表等の経営全般にわたる情報を関連団体の
ホームページ等で公開するよう要請し、透明性のあ
る事業運営を促進します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 2
取組内容と異なる
結果となったが見
直しを行った

▼　平成２４年に文化振興財団及び社会福祉協議
会が、ホームページにおいて、給与・職員数等を公
開している。しかし、シルバー人材センター及び勤
労者福祉振興公社は、いずれも１０人以下の組織
であり、平均等を公表することにより、個人の給与
が特定されてしまう恐れもあることから、公表はむ
ずかしいものと考えられる。また、次の段階として、
定員管理や財政運営の点での透明性の改善が関
連団体の事業運営全般の質向上に活かされるよう
に導くことが必要となる。

政策課

4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

1
取組内容を達成し
た

▼　より早く情報を開示できるよう、手続の簡素化
効率化に努めているが、情報量の増加や複雑化
により、文書の特定や開示の判断に時間を要する
ケースも増えてきていている。

広報課

4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

▼　文書管理システムの導入に当たっては、府中
市ＩＴ活用推進本部での検討を行う必要があった
が、庁舎の建替えに伴う文書保管のあり方の検討
やシステムを導入した先行事例自治体の運用状況
把握などを含めた中で、改めて課題等の整理が必
要となったため、文書管理システムの導入の方向
性の検討に至らなかった。

総務管理
課

7

▼　より早く情報を開示できるよう、情報開示の請求
に関する手続の簡素化に努めます。また、市民と行
政との情報共有を図るため、電子文書管理システム
の導入を検討します。

▽手続の簡素
化
▽電子文書管
理システム導
入の検討

▽手続の簡素
化
▽電子文書管
理システム導
入の検討

▽情報開示までの
日数　7日

▽手続の簡素
化
▽電子文書管
理システム導
入の検討

プラン名

7
開示請求に対する迅速
な情報開示
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

8 8
給与や定員管理の状
況、福利厚生事業の実
施状況の公表

▼　市職員の給与や定員管理の状況等について、
今後も市広報やホームページ等を活用して、わかり
やすく公開します。
▼　市職員に対し実施している福利厚生事業の実施
状況等について、より詳細な情報の公開に努めま
す。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　広報やホームページにおいて、給与や福利厚
生事業の状況について、わかりやすい公表に努め
た。今後もより良い公表方法を検討していくととも
に、さらなる給与や定員の適正化に努めることで、
市民の理解を得られる人事行政の運営を目指す。

職員課

9 9個人情報の保護の徹底

▼ 「府中市個人情報の保護に関する条例」に基づ
き、個人情報やプライバシーについて、より一層適正
な保護に努めます。
▼ 府中市情報公開・個人情報保護審議会からの答
申を十分尊重しつつ、個人情報の保護の徹底と個
人情報の適正な収集・運営に努めます。
▼ 市民の自己情報については、なりすまし等による
情報漏えいに留意しつつ、本人確認を厳格に行い、
より迅速な開示に努めます。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　個人情報の取扱いについては、適正な収集に
努めるよう台帳を整理するなど、適正な運用を進
めている。自己情報の開示については、申請時及
び交付時に本人確認をする等、適切かつ迅速な開
示ができているが、相談記録の開示など、判断に
時間を要するケースも増えてきている。

広報課

10 1各種情報媒体の活用

▼ 広報紙やホームページ、テレビ広報等の各種情
報媒体を積極的に活用し、市の情報が迅速かつ的
確に伝わるように努めます。
▼ 市民が必要としている情報の把握に努め、その
結果を広報活動に活用します。

▽各種情報媒
体の活用

▽各種情報媒
体の活用

▽各種情報媒
体の活用

1
取組内容を達成し
た

▼　各種媒体によって情報発信を行うとともに、
メール配信サービスなど新たな取組を行なった。近
年、インターネット環境を利用した情報伝達手段が
多様化しているため、市民ニーズに配慮しながら、
各種媒体の特性に合った情報提供に努める必要
がある。

広報課

11 2ホームページの充実
▼ ユーザビリティ、アクセシビリティ、ユニバーサル
デザイン等に配慮するとともに、市民が知りたい情
報をより早く検索できるよう、内容を充実します。

▽内容の充実 ▽内容の充実 ▽内容の充実
▽アクセス数
○１か月平均…
125,000件

1
取組内容を達成し
た

▼　全国的にも高い水準を維持しているウェブアク
セシビリティの取組を中心に、ユーザビリティ、ユニ
バーサルデザインに配慮した運用を行なった。ま
た、知りたい情報を簡単に見つけられるよう、トップ
ページのデザイン変更を行うほか、コンテンツの充
実に向けて、職員が簡単に情報を発信できるよう、
コンテンツ管理システムの更新を行った。携帯版の
再構築、スマートフォンへの対応等も行った。

広報課

12 3
広報紙の配布世帯の拡
大

▼　「広報ふちゅう」については、市の情報発信の根
幹をなす媒体であることから、新聞折り込みによる配
布のほか、希望者に対する各戸配布等を引き続き実
施し、より多くの市民に市政情報を伝えていきます。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施
▽配布世帯数
100,000世帯

1
取組内容を達成し
た

▼　新聞購読者が減少傾向にある中、広報紙の新
聞折込部数が落ち込んでいる一方で、希望者に対
する各戸配布は増加している。

広報課

13 4
「わたしの便利帳」の全
戸配布

▼ 「わたしの便利帳」については、平成25年度に全
面改訂を行ったうえで全戸配布を実施し、正確な情
報の伝達及び市民の利便性の向上に努めます。
▼ 全面改訂に当たっては、民間活力を活用し、経費
の節減に努めます。

▽転入者への
配布

▽転入者への
配布

▽全面改訂及
び全戸配布

1
取組内容を達成し
た

▼　民間事業者との協働事業として、全面改訂・全
戸配布を行った。民間事業者が募る広告によって
作成・配布にかかる全ての経費を賄った。

広報課

14 1
市民意識調査の定期的
な実施

▼ 第５次府中市総合計画後期基本計画に示した
「施策」に対する市民の意識を把握するため、定期
的に市民意識調査を実施します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　当初の計画どおり、第５次府中市総合計画後
期基本計画に掲げた各施策に対する市民の重要
度や満足度等を把握する市民意識調査を毎年度
実施した。また、これらの調査結果については、翌
年度の施策展開の方向性を明確にし事業の重点
化を図る政策会議のほか、第６次府中市総合計画
について審議した総合計画審議会等においても基
礎資料とするなど、幅広く市政運営に活用した。平
成２６年度以降は、第６次府中市総合計画の進行
管理の核となる行政評価制度との一層の連動を図
ることが課題となる。

政策課

15 2
オンブズパーソン制度
の継続実施

▼　市民の市政に関する苦情・意見を公正かつ中立
な立場から簡易迅速な手続で処理し、市政の改善に
関する提言等を行うためのオンブズパーソン制度を
継続して実施します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　申出件数が年平均12件の状況を踏まえ、平成
25年10月からのオンブズパーソンの勤務時間を短
縮したが、申出や相談に対しては適正な処理をし
ている。

広報課

- 3 -



取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

16 3
市政モニター制度の継
続実施

▼　市政モニターから意見や要望等を聴取し、市政
運営や施策等に反映することにより、市民サービス
の向上を図るための市政モニター制度を継続して実
施します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 2
取組内容と異なる
結果となったが見
直しを行った

▼　市民意識調査やパブリックコメント制度など、
他に市民の意見を得るための方策が増えたことに
より、近年、テーマが集まりにくい状況が続くなど、
市民の意見を得るための手段としての役割を終え
たものと判断し、現モニターの任期が満了する平
成25年10月31日をもって、市政モニター制度を廃
止した。

広報課

17 4
市政世論調査による市
民意見の分析等

▼　昭和43年から実施している市政世論調査を今後
も継続して実施するとともに、市民意見（調査結果）
を分析することで、今後の施策展開に反映します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　適正に実施しているが、単身世帯やオートロッ
クのマンションの増加により調査結果の回収が難
しくなっている。

広報課

18 5
専門相談員による無料
相談の継続実施

▼　法律相談、人権身の上相談、行政相談等に係る
専門相談員による無料相談については、市民の要
望を把握したうえで内容を見直しながら、今後も継続
して実施します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　市民要望を踏まえ、予約方法などの見直しをし
ている。各相談は、利用者アンケートでも概ね高い
評価となっているので、多くは市民の皆さんの問題
解決に向けた適切な助言がなされているものと判
断している。

広報課

19 6
市長への手紙、市長と
の懇談会等による意見
聴取

▼　市長への手紙、市長との懇談会等を通じ、市に
望む市民の声や意見をできるだけ多く聴くことによ
り、今後の施策展開に反映します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施
▽市長への手紙の
件数
600件／年

1
取組内容を達成し
た

▼　「市長への手紙」については、処理基準により
担当課への送付したもの等と合計すると目標値を
達成する見込みである。「市長との懇談会等」につ
いては、例年実施している2種類の懇談会を開催
するほか、「市長と語る会」を18回実施し、取り組み
内容について達成した。

広報課

20 1
市民参画の仕組み・制
度の検討

▼　市民と行政との協働によるまちづくりをさらに推
進するため、自治基本条例や市民参画条例など、市
民参画の仕組み・制度について、先進市の取組等を
参考にするとともに、適宜、市民意識の高まりを把握
しながら、検討を進めます。

▽検討 ▽検討 ▽検討 1
取組内容を達成し
た

▼　市民協働の推進は市政の柱であり、組織機構
の改正により市民協働推進本部を設置している。
また、今年度は市民協働推進協議会において、市
民協働に係る基本方針の策定に向けて議論を重
ねているところであることから、市民参画の仕組
み・制度について、さまざまな検討が進められてい
るところである。なお、自治基本条例については、
条例を創設する予定はないが、先進市での取組状
況を参考に、その必要性を引続き研究していく。

政策課

21 2
附属機関等への公募市
民枠の拡充

▼　より多くの市民の意見を各種計画の策定等に反
映していくため、附属機関等への公募市民枠を拡充
します。

▽拡充 ▽拡充 ▽拡充

▽公募市民が委員
になっている附属
機関等の割合
50％以上

1
取組内容を達成し
た

▼　附属機関・類似機関設置運用マニュアルに基
づき、公募市民の積極的な登用の周知を行った。
平成２５年度末において、公募市民が委員になっ
ている附属機関等の割合は５割を超え、目標値は
達成された。
▼　目標値は達成しているが、今後も、市民との協
働によるまちくづくりを推進する上で、さらなる公募
市民委員の積極的な活用が図られるよう取り組ん
でいく。

政策課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

22 3
市民活動団体への直接
支援制度等の導入の研
究

▼　市民の手による地域づくりの主体であるＮＰＯや
ボランティア団体など、市民の自主的な活動に対し
て、個人市民税納税者が支援したい団体を選び、支
援できる制度等の導入について研究します。

▽研究 ▽研究 ▽研究 4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

▼　景気の先行きが不透明な中、この取組を新た
に始めるのは大変厳しい状況であり、近隣市でも
このような取り組み事例はあまり見られず、本制度
の実施について市民からの要望も特に見受けられ
ないことから、引き続き動向を見守るとともに、調
査・研究を続けていく必要がある。

市民活動
支援課

23 4市民活動団体の育成

▼　ＮＰＯやボランティア団体を支援するため、相談
事業や講座・セミナーの開催のほか、インターネット
を活用した情報提供の支援について、府中ＮＰＯ・ボ
ランティア活動センターと連携、協働して進めます。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　中間支援組織としての機能を持つＮＰＯ法人に
運営委託している府中ＮＰＯ・ボランティア活動セン
ターと連携、協働し、各団体が求める支援施策をき
め細かく実施した。今後も各団体のニーズを見極
め、団体が求める支援施策を適切に展開していく
ため、府中ＮＰＯ・ボランティア活動センターと連携
して、各団体の意見の集約を続けていく必要があ
る。なお、平成２６年度以降、市類似機関である市
民活動推進協議会の検討結果に基づく新たな団
体支援施策の実施を計画している。

市民活動
支援課

24 5
市民提案型市民活動支
援事業の拡充

▼　「市民提案型市民活動支援事業」の拡充に向け
て検討するとともに、事業実施後のフォローアップの
充実等により、より公益につながる事業を目指しま
す。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　事業の周知徹底や制度の見直し等により、事
業の応募件数が増加した。また、事業実施後の
フォローアップに努めたことにより、多くの事業が補
助対象を外れた後も継続して実施されている。今
後も府中ＮＰＯ・ボランティア活動センターと連携
し、事業実施後のフォローアップ体制を構築してい
くとともに、事業の応募件数増加に向けた多様な
検討を続ける必要がある。

市民活動
支援課

25 6
府中NPO・ボランティア
活動センター運営業務
の充実

▼　府中ＮＰＯ・ボランティア活動センターにおいて、
情報提供支援、相談事業・コーディネート業務の充
実等を図り、ＮＰＯやボランティア団体を支援します。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　ＮＰＯ・ボランティア活動センターの運営業務の
充実を図るため、各種事業のレベルアップや新規
事業の実施、運営の効率化などを行った。今後
は、センターの専門性をさらに高め、事業範囲をよ
り拡大するためのスタッフの増員等を含めて検討
し、市類似機関である市民活動推進協議会からの
検討結果をもとに、センター運営業務をより一層充
実していく必要がある。

市民活動
支援課

26 7
市民活動の活性化に向
けた拠点整備

▼　市民活動団体の活動拠点としての府中ＮＰＯ・ボ
ランティア活動センターについて、ＮＰＯやボランティ
ア団体に対する支援の充実を図るため、新たな活動
拠点の整備を検討します。

▽検討 ▽検討 ▽検討 1
取組内容を達成し
た

▼　市民活動推進協議会からの報告をもとに、庁
内の関係各課と検討を加え、新たな市民活動拠点
施設の整備計画を策定した。今後は先進自治体の
事例等を参考に、新たな市民活動拠点施設の運
営方法等を検討していく必要がある。

市民活動
支援課

27 8
市民との協働による公
園管理の推進

▼　市が管理している公園、緑地、広場等について
は、地元自治会等に清掃や除草、遊具の施設点検
等を委託していますが、市民との協働、地域のコミュ
ニティ形成を推進するため、より一層の委託拡大に
努めます。

▽拡大 ▽拡大 ▽拡大 3

取組目標には未
達成だが、目標達
成に向けた進展
があった

▼　管理課、公園緑地課、ごみ減量推進課、環境
政策課、市民活動支援課で打ち合わせの場を設
け、ボランティア制度要綱の作成を進めている。

管理課

28 9
パブリック・コメント制度
の推進

▼　引き続きパブリック・コメント制度の着実な運用に
努め、市政に市民の声を反映していきます。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　パブリック・コメント制度の着実な運用に努め、
実施における事前相談やスケジュールの進行管理
等の対応を行った。また、全庁的に制度及び運用
の周知を図り、円滑な実施に努めた。施行以来７
年が経過し、今後、より効果的かつ効率的な実施
を求めるために、実施時期や方法等の見直しにつ
いて検討していく必要がある。

政策課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

29 1
PDCAサイクルを徹底し
た行政システムの確立

▼　行政評価と行政運営を連動させ、施策・事業の
「計画-実施-評価-改善」を一体的に運用する行政
システムにより、新規事業やレベルアップ事業の取
捨選択や既存事業の廃止等を判断し、限られた財
源を計画的に運用します。
▼　より効果的かつ効率的な行政システムを目指
し、実施方法や時期など、必要に応じて内容を見直
します

▽見直し ▽見直し ▽見直し 1
取組内容を達成し
た

▼　「計画ー実施ー評価ー改善」の流れが一連の
ものとなり、新規事業・レベルアップ事業の取捨選
択においても、行政評価システムを活用したＰＤＣ
Ａサイクルの流れが確立されている状況にあると
言える。ここで第６次府中市総合計画が策定され、
重点プロジェクト及び主要な事務事業が設定され、
これらは「選択と集中」の考え方から、達成されて
いない部分に重点的な予算配分が必要になる。こ
の進捗状況の評価を行政評価で実施できるよう
に、平成２５年度に行政評価システムの改修を
行った。

政策課

30 2
第５次府中市総合計画
後期基本計画及び各種
個別計画の進行管理

▼　第５次府中市総合計画後期基本計画に示され
た施策を計画的かつ具体的に展開していくため、事
業実施計画を策定するとともに、計画の着実な推進
に努めます。
▼　行政評価制度等を活用し、第５次府中市総合計
画後期基本計画の施策の進ちょく状況等を把握・評
価し、市政の課題や状況等について、市民と行政が
共通の認識を持てるように努めます。また、各主管
部が策定している各種個別計画を総合的に進行管
理し、計画的な行財政運営に努めます。

▽進行管理
▽各種計画の
進行管理・公
表

▽進行管理
▽各種計画の
進行管理・公
表

▽進行管理
▽各種計画の
進行管理・公
表

▽事業実施計画の
実施率
90％以上

1
取組内容を達成し
た

▼　第５次府中市総合計画後期基本計画の施策
の進ちょく状況等の把握及び評価については、行
政評価制度を通じて毎年度実施した。また、後期
基本計画に示された施策を計画的かつ具体的に
展開していくための事業実施計画については、平
成２３年３月に策定し、平成２３年度から２５年度の
事業展開の指針とした。なお、各主管部が所管す
る個別計画の進行管理の一元化は実施しなかっ
たものの、府中市総合計画条例において個別計画
の策定に当たっては総合計画との整合性を図る旨
を規定するとともに、第６次府中市総合計画策定
の過程で各種個別計画の取りまとめを行った。さら
に、第６次府中市総合計画に掲げる施策や主要な
事務事業の進ちょく状況を一層的確に把握するた
めの行政評価システムの改修のほか、重点プロ
ジェクトを進行管理する仕組みを整備した。今後
は、これらの仕組みにより得られる総合計画の進
ちょく状況に係る情報を、政策決定や予算編成に
有機的に結び付ける方策の具現化が課題となる。

政策課

31 3
戦略的な意思決定や横
断的な政策調整の実施

▼　戦略的な意思決定や横断的な政策調整を行うた
めの体制を整備し、ヒト・モノ・カネといった経営資源
を計画的かつ効果的、効率的に活用します。

▽見直し ▽見直し ▽見直し 1
取組内容を達成し
た

▼　総合計画の推進に当たり、行政評価を実施す
るとともに、総合的な見地から施策の重要度や方
向性、事業の優先度等を決定する政策会議を実施
することで、経営資源の活用と、予算の重点化の
視点を持った、戦略的な意思決定が図られた。

政策課

32 4
市民ニーズや時代・環
境の変化に迅速に対応
できる行政組織の再編

▼　第５次府中市総合計画後期基本計画も計画期
間後半に入るため、当該計画の一層着実な推進を
図るとともに、市民ニーズ等に迅速に対応できるよ
う、必要な組織改正を行います。
▼　時代や環境の変化等にあわせ、スクラップアンド
ビルドを基本に、継続的に組織の見直しを行いま
す。

▽組織改正 ▽見直し ▽見直し 1
取組内容を達成し
た

▼　第５次府中市総合計画後期基本計画及び第６
次府中市総合計画前期基本計画の着実な推進に
当たり、新たな市民ニーズや重要な行政課題に対
して、迅速かつ柔軟に対応できる機能的な組織と
するため、平成２３年４月１日と平成２５年４月１日
に組織改正を実施した。

政策課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

33 5
公共施設の計画的な維
持管理

▼　公共施設マネジメントの基本方針とそれに基づ
いた公共施設の利活用計画を策定し、公共施設の
再編や転用なども含めた検討を行います。
▼　老朽化の進む公共施設については、大規模な
修繕を避けるための予防保全等の、ライフサイクル
コスト低減のための取組を検討します。

▽改善計画の
策定

▽実施計画の
策定

▽推進 1
取組内容を達成し
た

▼　平成２４年度に策定した「府中市公共施設マネ
ジメント基本方針」を基に、各施設の検討の方向性
を示す「府中市公共施設の最適化に向けた検討の
方向性（案）」を作成した。平成２６年度当初には、
市民の意見を反映させたものとして取りまとめ、そ
の後、検討の進め方などを示す、「府中市公共施
設マネジメント推進プラン（案）」を作成する。
▼　各施設の劣化状況調査については、施設管理
者による調査に加え、建築施設課による確認調査
を随時行っている。平成２６年度予算の編成時に
は、それらの結果を踏まえ、予算査定を行った。

建築施設
課

34 1
行政評価制度の確立・
活用

▼　第５次府中市総合計画後期基本計画に示され
た施策ごとの目標値の達成状況や課題、施策を構
成する事務事業の優先順位等を明確にすることによ
り、事務事業の重点化を行います。
▼　事務事業評価及び施策評価の評価結果と予算
編成とのさらなる連動を図ります。
▼　行政の透明性、効率性等の確保を図るため、行
政評価の評価結果等に関して、外部の視点で検証
を行う外部評価制度の導入を検討します。

▽事務事業評
価の継続実施
▽施策評価の
実施
▽制度の見直
し
▽外部評価制
度の導入の検
討

▽事務事業評
価の継続実施
▽施策評価の
実施
▽制度の見直
し
▽外部評価制
度の導入の検
討

▽事務事業評
価の継続実施
▽施策評価の
実施
▽制度の見直
し
▽外部評価制
度の導入の検
討

▽施策評価の実施
率　100％

1
取組内容を達成し
た

▼　事務事業評価及び施策評価を継続的に実施
し、その評価結果を公表してきたところである。これ
まで取り組んでいる中で課題となった部分や、第６
次府中市総合計画の策定に伴い見直さなければ
ならない部分に対応するための方策を検討し、平
成２５年度に行政評価システムの改修を行った。こ
の改修に当たっては、平成２３年度から２５年度ま
で実施した外部評価である事務事業点検での視点
も改修の視点に加えている。

政策課

35 2事務事業の見直し

▼　行政評価制度を踏まえた政策会議、予算編成会
議、枠配分予算編成の実施等により施策の選択、財
源の配分を行います。
▼　「事務事業の見直し方針」により、現在実施して
いる全事務事業を抜本的に見直し、事業の選択と集
中、再整理、組替えにより、時代の変化に対応した
事業への再構築を進めます。
▼　事業仕分けを実施し、事務事業の必要性やあり
方を公開の場で再検証し、多面的な見地から事務事
業の廃止や外部委託等の見直しを進めます。

▽事務事業の
見直し
▽事業仕分け
の実施

▽事務事業の
見直し
▽事業仕分け
の実施

▽事務事業の
見直し
▽事業仕分け
の実施

1
取組内容を達成し
た

▼　行財政改革推進プランの計画期間の最終年度
として、各プランの取組み内容の実践に向けた働
きかけを行い、実施結果を取りまとめた。
▼　平成２３年度から２５年度の３年間で事務事業
点検を実施し、その点検価結果等を参考に市の取
組を定め、事務事業の見直しに活用し、方針に基
づく取組み状況の把握を行った。また、事務事業点
検の経験を今後に活かすため、事務事業点検の
指摘事項等を事業種別にまとめるなどの総括を
行った。

549,422

※事務事業点検での見直
しによる累積削減効果額。
・H２４予算…88,262千円×
３年間＝264,786千円
・H２５予算…112,384千円
×２年間＝224,687千円
・Ｈ２６事業…59,949千円
×１年間＝59,949千円

財政課

36 3補助金等の見直し

▼　「府中市補助金等審査委員会」において、｢府中
市補助金等評価協議会｣の報告内容を踏まえた新た
な視点や方法で補助金等の金額や交付の適否等を
審査するなど、補助金等の適正化に努めます。
▼　第三者による客観的な評価を実施するため、第
三者機関を設置します。

▽補助金等の
適正化

▽補助金等の
適正化

▽補助金等の
適正化
▽第三者機関
の設置

1
取組内容を達成し
た

▼　厳しい財政状況から補助金の予算額も減額と
なり、各補助金によって見直し内容が異なるもの
の、補助制度の抜本的な見直しを求めるなど、補
助金等審査委員会では、各種補助金の適正化に
向けて審査を行った。
▼　平成２４年度に設置した、第三者評価機関であ
る行財政改革検討協議会において、補助金はゼロ
ベースでの再評価が必要であるとの提言を受けた
ことから、今後は、補助制度そのものの可否を審
査する手法を検討する必要がある。

【参考】
継続事業に限った効果額
▽条件
要望額－査定額＝
129,950千円

▽条件
H26予算－H23予算＝
88,773千円

政策課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

37 4
公共施設の維持管理経
費の見直し

▼　公共施設の管理運営について、現行サービスの
水準を維持しながら、管理方法の変更や光熱水費・
契約内容の見直し等を行い、維持管理経費のより一
層の削減に努めます。

▽維持管理経
費の削減

▽維持管理経
費の削減

▽維持管理経
費の削減

1
取組内容を達成し
た

▼　「施設管理担当者のための建物の日常的な維
持管理の手引き」を作成し、担当者向けの説明会
等を行い、施設管理の質の向上を図った。
▼　光熱水費や委託料等の施設の維持管理に関
する費用の削減に向け、実施しやすく、効果的な
手法の検討を行った。
▼　施設の光熱水費削減策として、民間電力販売
事業者からの電力購入を行った。

92,000

【積算対象期間】
・Ｈ２３．３～Ｈ２４．２…
48,000千円
・Ｈ２４．３～Ｈ２５．２…
44,000千円
※対象期間に東京電力を
利用した場合との差分

関係部課

38 5
民間活力の積極的な活
用

（指定管理者制度）
▼　指定管理者制度を導入することにより、市民
サービスの向上及び効率的・効果的な施設運営が
見込まれる可能性がある場合には、施設規模の大
小を問わず、積極的な導入を促進します。また、公
募原則を徹底できる仕組みづくりを検討します。
（外部委託等）
▼　より効果的・効率的な事務事業の推進に資する
よう、「府中市の事務・事業の民間委託に関する基
本指針」の見直しを含め、考え方を整理し、積極的
に外部委託を実施します。また、民営化・民間譲渡
についても、先進自治体の取組を研究し、ガイドライ
ンを策定し、実施を検討します。
（ＰＦＩ）
▼　ＰＦＩについては、施設の性質等によっては、市民
サービスの向上や財政負担の平準化など、その効
果も大きくなる可能性を秘めていることから、先行事
例等の研究を重ねます。

4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

▼　平成２５年４月に生涯学習センターに指定管理
者制度を導入し、合計で１６施設で指定管理者に
よる管理が行われている。指定管理者を導入して
いない公の施設は依然としてあるものの、制度導
入の検討は個別に行われている。今後は、公募に
よる指定管理者の選定が行われるよう、そのメリッ
ト・デメリットに留意しながら検討を進める。

政策課

39 5①　府中の森市民聖苑
▼　葬祭場における経費の削減と市民サービスの向
上を目指し、他自治体の例も参考にしつつ、指定管
理者制度の導入の検討を進めます。

▽方向性の決
定

▽見直し 2
取組内容と異なる
結果となったが見
直しを行った

▼　指定管理者での対応が難しい、施設・設備の
経年劣化に効率的効果的措置を施すとともに施設
稼働率向上や利便性を図るなど、施設の円滑な運
営に努めている。再任用職員による運営を継続し
た。

住宅勤労
課

40 5
②　文化センター
（地区図書館を除く）

▼　白糸台文化センター及び西府文化センターの東
西出張所を除く9箇所の文化センターについては、個
人情報の保護や自動交付機の機能拡充を含め、施
設全体の指定管理者制度の導入の有効性や可能
性を検討します。

▽検討 ▽検討
▽方向性の決
定

1
取組内容を達成し
た

▼　市民参加の「府中市文化センターあり方検討
協議会」により、「指定管理者制度は導入せず、市
直営で、市と市民との協働による地域コミュニティ
事業を推進していくことが望ましい」との報告を受
け、市民活動支援課内で検討した結果、現行の市
職員による各文化センターの運営方式を維持しな
がら、市と市民の協働によるまちづくりを推進する
拠点施設として充実を目指すこととして方向性を決
定した。

市民活動
支援課

41 5③　地区図書館
▼　図書館における市全域での図書サービスのあり
方等の諸問題を研究し、地区図書館の指定管理者
制度の導入を検討します。

▽検討
▽方向性の決
定

4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

▼　府中市立図書館サービス検討協議会での協
議や、他市の状況を調査・検討した。しかし、全館
複合施設であることにより、基となる文化センター
等施設の公共施設マネジメント基本方針や検討協
議会の結果等に基づく方向性に深く関連すことか
ら、今後、情報を収集しつつ、さらに見直しの検討
を進めていく。
▼　臨時職員定年年齢の変更や他市のＮＰＯによ
る指定管理での開館を予定しているので、取組み
内容の再検討も必要と考える。

図書館

42 5④　生涯学習センター

▼　「学び返し」や生涯学習ボランティアのあり方等、
生涯学習センターの役割について、生涯学習審議会
など市民の意見を踏まえ、平成24年度に指定管理
者制度を導入の方向で検討を進めます。

▽検討 ▽導入 1
取組内容を達成し
た

▼　平成25年度より指定管理者制度を導入し、生
涯学習センターの管理運営を行っている。指定管
理導入前の年間運営経費を導入後と比較すると、
約32,000千円の削減効果があった。

32,000

【平成２５年度指定管理者
制度との比較】

市による経費算定額
（350,000千円）
－平成２５年度指定管理料
等（287,239千円）
＝約32,000千円

生涯学習
スポーツ
課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

43 5⑤　府中市美術館

▼　直営と部分導入(収集・展示の学芸部門は直営、
管理・広報部門は指定管理)、全面導入の場合のメ
リット・デメリット等の分析や自己評価結果等を参考
に、平成23年度に方向性を決定し、見直しを進めま
す。

▽方向性の決
定

▽見直し 2
取組内容と異なる
結果となったが見
直しを行った

▼　収集費を凍結し、事業の数を減らし、委託料、
印刷費の効果的執行に努めて対２２年度と比べ、
歳出削減を実現した。また、市民ニーズに合わせ
た事業展開を行い、展覧会の入館者の数を確保し
た。

314,700

美術館費の歳出は大きく
削減されたが、歳入も減っ
ている。しかし23年度に比
べ、24年度は歳入が200万
円増えている。
【歳出】対22年度比で23年
度決算額で15,200万円の
削減。24年度は16,270万
円の削減。
【歳入】対22年度比で23年
度の歳入（使用料+雑入）
は1,880万円の減。24年度
は1680万円の減。

美術館

44 5
⑥　郷土の森総合体育
館

▼　体育施設整備構想の今後の具体的な整備計画
を踏まえ、多種多様化するスポーツに対する市民
ニーズへの対応及び民間スポーツ振興ノウハウを活
用するため、平成24年度までに指定管理者制度を
導入します。

▽検討 ▽導入 ▽未定 4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

▼　総合体育館については、耐震基準の変更に伴
い、建替の必要があるが、優先度や財政状況から
建替時期が示せない状況であり、現計画期間中に
指定管理者制度を導入することは難しい。
▼　府中市スポーツ推進計画検討協議会における
検討状況としては、スポーツ施設の維持管理及び
運営について、「指定管理者導入について検討す
る」、また、「総合体育館の建替の際には、ＰＦＩ手法
の活用も視野に入れる」としている。
▼　民間活力の導入により市民サービスの向上、
効果的かつ効率的な管理運営に加え、建替費用
の捻出のため、指定管理者のみならず、ＰＦＩ手法
の活用も視野に入れた建替等の検討を引き続き行
う。

生涯学習
スポーツ
課

45 5⑦　学童クラブ

▼　学童クラブ７ブロック制での安定的かつ効率的な
運営を引き続き行うとともに、「放課後子ども教室事
業」との連携した運営を行い、放課後児童の健全育
成に対する質的拡充に努めます。また、量的拡大の
必要性が生じた場合は、民間活力を積極的に活用し
ます。

▽７ブロック制
による効率的
な運営

▽７ブロック制
による効率的
な運営

▽７ブロック制
による効率的
な運営

1
取組内容を達成し
た

▼　７ブロック制により、備品の共有や人数の少な
い土曜日の共同育成など、効率的な運営を行うこ
とができた。また、ブロック内の職員応援体制の確
立や事故防止対策を複数館でのチェックなど質的
向上にも寄与した。
▼　夏休み期間の８時開館、特別支援学級に通う
障害児のお迎えなど、利用者ニーズに対応した見
直しを行い、質的充実を図った。
▼　放課後子ども教室との連携については、平成２
５年度から両事業を放課後児童係で担当するよう
組織を変更し、従来から行っている備品の共同使
用に加え、学童指導員とスタッフとの打合せや、共
同イベントを開催などの取組みを行った。
▼　子ども子育て新制度において学童クラブの対
象児童が１年生～６年生までに拡大されることとな
り、平成２５年１０月に実施したニーズ調査におい
ても４年生以降の学童クラブ利用希望が少なから
ずあった。現学童クラブの施設規模では４～６年生
の受入れは困難であるが、学校敷地内に新たな施
設を建設するためには財政面などの課題もあるこ
とから、今後、放課後子ども教室事業との連携、拡
充と併せ対応策を検討していく。

児童青少
年課

46 5⑧　市立保育所

▼　施設の老朽化や保育需要等の動向を踏まえ、今
後の保育所のあり方を検討するとともに、より効果
的かつ効率的な管理運営を目指し、外部委託等の
導入等に向けた検討を行い、平成25年度までに方
向性を決定します。

▽検討 ▽検討
▽方向性の決
定

1
取組内容を達成し
た

▼　市立保育所の老朽化及び保育ニーズが増加
や多様化に対応するため、市立保育所の管理運
営に民間事業者の「ノウハウ」や「力」を活用する
「民間活力の積極的な活用」及び市立保育所15か
所を6か所に再編し、市立保育所の機能強化を行
う「市立保育所の重点集約化」等の将来的な取組
の方向性を定めた「今後の保育行政のあり方に関
する基本方針」を策定した。

保育課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

47 5⑨　市立幼稚園
▼　施設の老朽化や幼児人口の推移、国の動向を
踏まえ、認定子ども園への移行や廃止を含め、今後
の幼稚園のあり方を検討します。

▽検討 ▽検討 ▽検討 3

取組目標には未
達成だが、目標達
成に向けた進展
があった

▼　子ども子育て新制度、システムについての情
報収集し他課とも連携し進めている。
▼　市立幼稚園の今後のあり方について、内部検
討し方向性を決定。（新法等考慮した項目未決定
多数。）

学務保健
課

48 5⑩　給食センター

▼　施設の老朽化に伴う改修計画を策定するととも
に、より安全で効率的な運営を目指し、ＰＦＩの導入や
給食センター調理業務の外部委託等について検討
を行い、平成25年度までに検討結果に基づいた見
直しを進めます。

▽方向性の決
定

▽見直し ▽見直し 1
取組内容を達成し
た

▼　施設整備に向けた取組において、ライフサイク
ルコストを意識した施設の建設、給食運営などにつ
いて検討を進め、新施設開設時には調理業務を一
部民間委託して実施する。今後の基本設計業務に
おいても引き続き効果的・効率的な運営及び施設
整備に向けて取り組んでいく。

学務保健
課

49 5

⑪　特別養護老人ホー
ムよつや苑・あさひ苑
（高齢者在宅サービスセ
ンターを含む）

▼　指定管理者制度における利用料金制度の導入
を検討しながら、民間譲渡の効果や必要性を検討し
ます。

▽検討 ▽検討
▽方向性の決
定

1
取組内容を達成し
た

▼　平成２６年度から利用料金制度を導入するた
め、条例改正及び基本協定の変更を行った。この
導入効果を検証し、平成２８年度に公募を見据え
て指定管理者を選定する。また、施設については
老朽化し、管理等に多大な費用を要するため、大
規模改修を行う必要がある。
▼　今後は、指定管理者の安定的な運営が見込め
るようになり、また、施設の大規模改修なども行っ
た後、民間譲渡に向けて引き続き検討していく予
定である。

高齢者支
援課

50 5⑫　自転車駐車場
▼　市営自転車駐車場の指定管理者制度の導入に
ついて検討を行い、検討結果に基づいた見直しを進
めます。

▽検討 ▽導入 2
取組内容と異なる
結果となったが見
直しを行った

▼　コスト面、サービス面等を総合的に判断し、市
直営で運用することとなった。無料自転車駐車場
の有料化は、設備投資に当たり、用地の貸借契約
を長期に担保する必要がある等の課題があり、引
き続き検討していく。

地域安全
対策課

51 5
⑬　粗大ごみ収集運搬
業務

▼　粗大ごみの収集運搬業務の外部委託の実施に
ついて検討を進めます。

▽検討 ▽検討
▽方向性の決
定

1
取組内容を達成し
た

▼　平成２５年９月６日の「第５回粗大ごみ収集業
務検討委員会」において、これまでの検討結果や
行革の考え方、そして職員体制などを総合的に勘
案し、粗大ごみを収集する業務は民間に委託し、
今後は、排出指導や分別の徹底などの課題に課
の総力を結集するとの方向性を決定した。１０月に
は、職員によるプロジェクト委員会を設置し、民間
委託に伴う収集係の業務等について検討してい
る。

ごみ減量
推進課

52 5
⑭　道路・下水道等の管
理業務

▼　道路、下水道、公園等の管理業務について、組
織の整理・統合や外部委託を行い、効率的な組織運
営を行います。

▽検討 ▽検討 ▽検討 1
取組内容を達成し
た

▼　新たにけやき並木通り周辺地区道路等包括管
理委託を発注するため、公募型プロポーザル方式
による選定手続きを進めている。

3,500

※Ｈ２５年度から嘱託員１
名減による経費分
※下水道事業の歳入増効
果はなし

管理課、
下水道
課、関係
部課

53 5⑮　総合窓口業務
▼　総合窓口課で実施している窓口業務について、
一部業務の外部委託を実施します。

▽見直し ▽見直し ▽見直し 1
取組内容を達成し
た

▼　平成23年度～25年度で、段階的に業務委託範
囲を拡大している。今後、さらなる拡大を目指すに
あたり、課題は以下の2点である。
　・職員が行うこととされている審査事務の取扱
い。
　・他課証明事務（第2係）、郵送請求事務（管理
係）の委託化の検討。（郵送請求事務は一部導入
済み）

5,400

※H２２年度経費に対する
各年度の人件費と委託料
の合計額との差分。
・H23…1,800千円
・H24…1,800千円
・H25…1,800千円

総合窓口
課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

54 5⑯　人間ドック業務
▼　保健センターで実施している人間ドック事業につ
いて、民間の人間ドック実施医療機関を活用するな
ど、実施方法を見直します。

▽検討
▽実施方法の
決定

▽変更実施 1
取組内容を達成し
た

▼　平成23年度より、保健センターで実施している
人間ドック事業の見直しを行い、平成25年4月か
ら、20歳以上の市民が人間ドックを受診した場合
の費用の一部を助成する方式に変更。

60,270

※Ｈ２５から廃止のため、H
２４予算との対比で積算し
た。
△60,270千円

健康推進
課

55 6
市場化テスト等の導入
の検討

▼　先進自治体の取組状況等を踏まえ、市場化テス
トの導入に係る研究を進めます。
▼　市場化テスト法が想定している業務への導入を
念頭に置いたモデルケースの構築に取り組みなが
ら、検討を進めるとともに、先進自治体が市場化テ
ストと並行して研究・導入を進めている「民間提案型
の業務改善制度」についても検討を進めます。

▽検討 ▽検討 ▽検討 1
取組内容を達成し
た

▼　市場化テストは新規に導入している例は全国
的に少なく、「民間提案型の業務改善制度」につい
ても活用している団体は少ないものと捉えている。
今後も、引き続き先進市における取組事例の情報
を収集し、研究・検討を行う。

政策課

56 7契約制度の見直し

▼　地域経済の振興・発展に寄与する契約・入札を
原則としつつ、電子調達サービスの活用等を含め、
さらなる契約事務の公平性及び公正性の向上を図り
ます。
▼　総合評価方式の導入等の取組を進めます。

▽実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　地方自治法施行令第１６７条の２に基づく随意
契約及び売払い契約を除くすべての案件で、電子
調達サービスによる入札を実施した。
▼　中間前払金の法令を整備し、実施をした。
▼　総合評価方式による競争入札を試行したが、
どの案件も最低価格で入札した業者が落札する状
況であり、対象案件などについて研究が必要であ
る。

契約課

57 8
職員の諸手当等の適正
化・見直し

▼　特殊勤務手当を見直し、経費の削減に努めま
す。
▼　適正な人員配置や業務の見直し等を行い、時間
外勤務の抑制に努めます。
▼　職員の福利厚生事業を実施している職員互助
会の事業等を継続的に見直し、市からの補助金削
減に努めます

▽特殊勤務手
当の見直し
▽時間外勤務
の抑制
▽互助会事業
等の見直し

▽特殊勤務手
当の見直し
▽時間外勤務
の抑制
▽互助会事業
等の見直し

▽特殊勤務手
当の見直し
▽時間外勤務
の抑制
▽互助会事業
等の見直し

1
取組内容を達成し
た

▼　互助会事業については、補助金を２３年度に
約220千円、２４年度に約600千円、２５年度に約
200千円それぞれ削減した。給付制度も２４年度に
見直し約1,000千円削減した。今後も事業・給付制
度の見直しや近隣市の状況・動向も参考にし、引
き続き見直しを検討していく。
▼　特殊勤務手当については、当該期間における
見直しは実施していないため、引き続きの検討課
題とする。
▼　時間外勤務については、適正な人員配置や業
務の見直し等により抑制に努めたが、国や都から
の権限移譲や時限的業務の発生等による業務量
の増加により全体では増加となっている。

2,060

互助会事業で実施してい
る各種給付金の給付額の
引き下げなどによる見直し
効果額。
・２３年度…約220千円×３
年間＝６６０千円
・２４年度…約600千円×２
年間＝１，２００千円
・２５年度…約200千円×１
年間＝２００千円

職員課

58 9
市関連団体の経営改善
の促進

▼　府中文化振興財団や府中市社会福祉協議会な
ど、市が出資又は財政援助している関連団体の経
営改善を促進し、市の財政支出の抑制及び適正化
を図るため、引き続き既存事業の見直しの推進、給
与及び役職者・職員数の適正化、業績評価制度及
び昇格試験の導入等に努めるよう要請します。

▽経営改善
の促進

▽経営改善
の促進

▽経営改善
の促進

1
取組内容を達成し
た

▼　これまでも補助金等審査委員会での審査を通
じて、関連団体の経営改善に向けた指導を行って
きた。さらに、平成２４年１２月に人件費に係る補助
基準を改正し、役職者の配置の適正化の計画的な
取組が行えるよう、職員配置適正化計画の策定を
義務付けており、今後はその進ちょく状況を補助金
等審査委員会で確認する。

政策課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

59 10情報システムの最適化

▼　市民ニーズや社会情勢の変化に的確に対応で
きるように、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し、情報シス
テムの最適化を進めます。
▼　次期基幹システムの構築準備を進めます。

▽情報システ
ムの最適化
▽次期基幹シ
ステムの構築
準備

▽情報システ
ムの最適化
▽次期基幹シ
ステムの構築
準備

▽情報システ
ムの最適化
▽次期基幹シ
ステムの構築
準備

1
取組内容を達成し
た

▼　平成25年7月に構築事業者が決定した。今後
は、パッケージシステムとの差異を分析し、設計、
開発を行う。設計、開発の際は機能改修を極力抑
え、平成27年1月稼働を目途に新たな基幹システ
ムを構築する。

情報シス
テム課

61 1しごと改革への取組

▼　事務事業の見直しや業務の効率化、時間外勤
務の抑制について組織全体で進め、しごと改革に取
り組みます。
▼　職員研修や職員提案制度等により、仕事の効率
的な進め方についての意識改革を図ります。

▽実施 ▽実施 ▽実施 1
取組内容を達成し
た

▼　新人職員研修において、行財政改革の取組に
ついて研修を実施した。また、事務事業点検の準
備作業や対応を通して、新たな業務見直しの視点
の意識付けを行った。
▼　平成２６年度から平成２９年度を計画期間とす
る新たな行財政改革推進プランを策定した。

財政課

1
取組内容を達成し
た

▼　設計段階における市場単価の確認及び効率
的な材料選定をした。
▼　必要とされる機能、品質を確保した上で、より
廉価な機種、材料を選定した。
▼　建設副産物の発生抑制及び利用促進に努め
た。
▼　新設、改修する施設について、腐食防止対策
や電力消費の低減に配慮した資材を使用し、維持
管理コストを考慮している。
▼　ライフサイクルコストを考慮して、機器の交換
時期などを見定めて改修を行った。
▼　植栽帯の改良について、大径木化した樹木
（高木）を中低木に樹種の変更を行うなど、維持管
理コストの縮減を図った。
▼　苗木供給制度の活用を図り、材料費の削減を
実現した。
▼　インフラマネジメント計画の補修更新の方針に
基づき、長期的な維持管理コストの縮減に配慮し
ながら計画・設計・施工を行う。また、園路等の各
施設の利用形態に考慮した柔軟な設計検討や新
工法の導入なども検討し、コスト縮減を図った。
▼　工事ごとに具体的施策を実施することによりコ
ストを低減する。経年変化とともに増大していく維
持管理コストを考慮した整備をした。

60 11公共工事コストの縮減
▼　公共工事のコスト縮減に向けた実施方針を策定
し、縮減に努めます。

▽適正化 ▽適正化 ▽適正化

公園緑地
課、土木
課、建築
施設課、
関係部課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

62 2定員管理の適正化

▼　本市の実施している各種事務事業の質と量に応
じた適正な職員数を見定めつつ、歳出に占める人件
費の割合が増加しないように努めます。また、新たな
行政需要や市民ニーズへ的確に対応しながら、事務
事業の見直しや再任用職員の活用等により、職員
の定員管理の適正化に努めます。

▽適正化 ▽適正化 ▽適正化
▽年度当初職員数
1,280人以下 1

取組内容を達成し
た

▼　各種事務事業の質と量に応じた適正な職員数
を見定める中で、再任用職員の活用等により定員
管理の適正化に努めた結果、平成２５年度当初の
職員数は目標値である1,280人以下を達成し、
1,257人となっている。

262,306

Ｈ２２～２５年度の給与費
（児手・退手・共済費除く）
を比較し、削減額を積み上
げたもの（Ｈ２５年度は見
込額）から給与の適正化に
よる削減額を除いた見込
額。

職員課

63 3
「府中市人材育成基本
方針」に基づく職員の育
成

▼　平成18年度に策定した「府中市人材育成基本方
針」を継続して見直し、地方分権の時代にふさわし
い職員を育成します。
▼　職員研修については、必要性、重要性、効率
性、費用対効果等の視点から、見直し・改革・充実を
図り、新たな研修体系を構築し、限られた財源と人
材の中で、市民サービスを向上するため、より一層
効果的で効率的な職員の育成を推進します。

▽職員の育成 ▽職員の育成 ▽職員の育成 1
取組内容を達成し
た

▼　平成23年度は、これまで実施してきた全ての職
員研修について、必要性、代替性、費用対効果等
の観点から見直しを行った結果、新たに研修情報
紙を発行するとともに、11件の研修の廃止と、8件
の研修の見直しを進め、新たに7件の研修を実施
した。
▼　研修予算は縮減を進め、2年間（H23・H24年
度）で約400万円（26％）を削減した一方で、平成24
年度は、新たに「新任研修Part3・4」、「業務改善研
修」、「法務能力向上研修」等を始め7件の研修を
実施した。この結果、研修費用は過去10年間で最
低となり、研修受講者数は最大となるなど、研修の
費用対効果の向上を推進した。
▼　平成25年度については、重要性や緊急性が低
い研修を停・廃止し、より緊急性が高い研修に費
用を集中させる。また、新たに市民との協働を積極
的に推進することができる職員を育成するための
研修を実施するとともに、職員の政策形成能力を
一層高めるための制度について検討するなど、第
6次府中市総合計画の計画期間を見据え、地方分
権の時代にふさわしい職員の育成を推進していく。

4,679
期間中の研修事業の見直
しなどによる予算削減額。
4

職員課

64 4職員給与の適正化

▼　東京都の人事委員会勧告に準拠しながら職員
給与の適正化を推進します。
▼　従来の年功序列的な給与体系を見直し、職責に
対応した職務給化を推進することにより、より一層職
員の能力や実績に即した給与体系となるように努め
ます。

▽適正化 ▽適正化 ▽適正化 1
取組内容を達成し
た

▼　東京都人事委員会勧告に準拠した給与改定を
実施したほか、平成２５年度からは職務給化を推
進するための給料表を導入し、より一層職員の能
力や実績に即した給与体系に移行するなど、給与
の適正化に努めた。

174,254
Ｈ２３．４．１以降の給与改
定等による影響額の積み
上げ額。

職員課

65 5
業績評価制度（人事評
価システム）の充実

▼　新たな業績評価制度（人事評価システム）の評
価結果を職員の給与や処遇等に反映させる制度の
充実を図ります。

▽充実 ▽充実 ▽充実 1
取組内容を達成し
た

▼　評価対象者の拡大や評価方法の改善、評価
結果のさらなる活用（給与反映）を図るべく改めて
制度設計を行い、平成２５年度実施の評価及び平
成２６年度給与（昇給）への反映を予定している。

職員課

66 6退職手当制度の見直し
▼　職責に合った退職手当を支給するため、退職手
当制度の見直しについて検討します。

▽見直し ▽実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　これまでの勤続年数に応じた支給率による算
定方法から、過去の職責・能力・業績の違いを反
映した算定方法として、ポイント制による退職手当
制度を平成２５年度から導入した。

49,883

平成２５年度中の退職者に
ついて、従前の制度による
算定額と比較し、削減額を
積み上げ見込額。

職員課

67 7柔軟な勤務体制の推進
▼　柔軟で機能的な組織を目指し、現在、図書館や
保育所等で実施している変則勤務体制についての
拡充を検討します。

▽検討 ▽検討 ▽検討 3

取組内容は未達
成だが、目標達成
に向けた進展が
あった

▼　本庁等の職場における変則勤務体制の導入
について検討を行った結果、組織の活性化という
観点からも現時点での必要性は必ずしも高くない
という判断から、引き続きの検討課題とする。

職員課

68 8職員提案制度の充実

▼　職員提案制度と予算とを連動させることで、より
多くの提案内容を実現化するなど、提案制度に対す
る職員の意欲向上を図り、積極的に提案がされるよ
う制度の充実を図ります。

▽充実 ▽充実 ▽充実
▽職員提案数
100件／年 1

取組内容を達成し
た

▼　平成２４年度の提案件数は１００件であり、総
合計画の目標の提案件数を達成している。しかし、
高い等級の提案件数は少ないことから、実現した
提案件数を増やすとともに、精度の高い提案がな
されるよう制度を充実させていく必要がある。

政策課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

69 9CI推進運動の充実

▼　職員の自発的な取組として、職員の意識の改
革、市役所及び業務の改善などを目的とした実効性
のある運動となるよう活動内容の充実を図ります。ま
た、職員の対応についての市民の満足度等につい
て、より多くの市民から意見をいただくため、毎年実
施している市民へのアンケート調査を拡充して実施
します。

▽充実 ▽充実 ▽充実 1
取組内容を達成し
た

▼　ＣＩ推進運動を廃止し、平成２５年度より新たな
取組として「きらり☆府中　魅力発信プロジェクト
（府中の魅力発信運動）」を開始した。府中の魅力
を効果的にＰＲするために、魅力をどのように把
握・分析し、誰をターゲットとして発信していくのか
検討を始めたところなので、引き続き検討するとと
もに、職員意識の高揚を図る必要がある。

政策課

70 10
多様な雇用形態による
職員採用

▼　豊富な知識と経験を有した再任用職員・再雇用
職員を計画的に採用・配置します。
▼ 任期付職員制度を導入し、柔軟な職員の採用を
実施します。
▼　民間企業等でのノウハウや効率的視点等を行
政分野で活用するため、民間企業等経験者の採用
について検討します。
▼　外部から専門職を雇用するなど、スペシャリスト
を育てる専門職制度の導入を検討します。

▽再任用職員
等の計画的な
採用・配置
▽任期付職員
制度の導入の
検討・準備
▽専門職制度
等の導入の検
討

▽再任用職員
等の計画的な
採用・配置
▽条例整備

▽専門職制度
等の導入の検
討

▽再任用職員
等の計画的な
採用・配置

▽専門職制度
等の導入の検
討

1
取組内容を達成し
た

▼　再任用職員の計画的な採用・配置を行った。
▼　法務相談員（嘱託員）など、複雑化する行政課
題に対応するために専門職の設置を行った。
▼　経験者採用や任期付職員採用については、配
置を必要とする職務の存在が前提となることや、民
間活力の導入や職員数の適正化といった課題も
勘案した場合に、現時点での必要性は必ずしも高
くないという判断から、引き続きの検討課題とす
る。

職員課

71 1財政の健全性の維持

▼　経常一般財源の確保に努めるとともに、経常的
経費の削減を図るなどし、経常収支比率の上昇を抑
え、経常収支比率を80％台に維持するよう努めま
す。
▼　世代間の負担の公平性を踏まえつつ、財政負担
の年度間調整のため、投資的経費等の財源として
市債を適正に活用します。また、過度の後年度負担
とならないよう計画的な借入れを行うことで、公債費
の比率を8％以下に抑えるよう努めます。
▼　財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断
比率の作成及び公表に努めます。特に、実質公債
費比率については10％以下に維持するよう努めま
す。

▽経常収支比
率80％台
▽公債費比率
8％以下
▽実質公債費
比率10％以下

▽経常収支比
率80％台
▽公債費比率
8％以下
▽実質公債費
比率10％以下

▽経常収支比
率80％台
▽公債費比率
8％以下
▽実質公債費
比率10％以下

▽経常収支比率
80％台
▽公債費比率8％
以下
▽実質公債費比率
10％以下

1
取組内容を達成し
た

▼　予算編成に当たり、予算編成会議を実施し、事
務事業の見直しや実施の集中化を図った。
▼　予算編成方式を従来の枠配分方式から査定
方式とし、経常経費の抑制を図った。
▼　平成２４年度普通会計決算数値及び健全化判
断比率の集計を行った。
▼　府中市の健全財政の基準としている各種比率
について、目標値を上回る数値を維持することで、
健全財政による継続した市政運営が行えた。
▼　平成２４年度決算では、経常収支比率８９．
９％、実質公債費比率６．２％、公債費比率４．
２％。

財政課

72 2計画的な基金運用
▼　将来見込まれる財政需要に対応しつつ、安定的
かつ計画的な財政運営を推進するため、基金計画
を策定するなどし、計画的な基金運用に努めます。

▽計画的な運
用

▽計画的な運
用

▽計画的な運
用

1
取組内容を達成し
た

▼　基金の積立てについては、計画通りの積立て
を行えなかったものがった。また、基金の取崩しに
ついては、事業計画の変更や基金の役割の見直し
などにより、取崩し時期に変更が生じている。平成
２５年度末現在高見込みでは、全基金の総額の 目
標額を維持しており、計画的な管理を行った。
▼　平成２６年度から２９年度を計画期間とする新
たな基金計画案の策定を行った。

財政課

73 3財政見通しの作成
▼　投資的経費や経常的経費等の将来の財政負担
を考慮して財政見通しを作成し、計画的な財政運営
に努めます。

▽作成 ▽作成 ▽作成 1
取組内容を達成し
た

▼　第６次府中市総合計画前期基本計画期間での
財政見通しを公表したほか、予算編成においても、
財政見通しを作成し、計画的な財政運営に努め
た。

財政課

74 4
自治体間で比較可能な
財政情報の公表

▼　団体間で比較することが可能な決算数値や企業
会計的な財務諸表などについて、わかりやすい公表
に努めます。

▽継続実施 ▽継続実施 ▽継続実施 1
取組内容を達成し
た

▼　ホームページに他市比較が可能な決算状況の
資料を公開した。平成２４年度決算状況での財務
諸表を公開した。

財政課

75 5公会計改革の推進

▼　新地方公会計制度研究会報告書に示される「貸
借対照表」、「行政コスト計算書」、「資金収支計算
書」、「純資産変動計算書」の４表の作成等、公会計
を整備し、資産・債務に関する情報公開に努めま
す。また、未利用財産等の有効活用など資産・債務
改革について検討するほか、公共施設マネジメント
の取組において、資産管理の適正化を図ります。

▽継続実施
▽資産・債務
改革の検討

▽継続実施
▽資産・債務
改革の検討

▽継続実施
▽資産・債務
改革の検討

1
取組内容を達成し
た

▼　平成２４年度決算における「貸借対照表」、「行
政コスト計算書」、「資金収支計算書」、「純資産変
動計算書」の４表について、市の特別会計、関係
団体、一部事務組合等を連結して作成・公表した。

財政課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

76 6
自主財源の積極的な確
保

▼　自主財源の確保・充実に向けて、財源確保の検
討を進め、積極的に取り組みます。

4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

1
取組内容を達成し
た

【配布物等への広告掲載】
▼　「ごみ・資源の出し方カレンダー」や「介護保険
ガイド＆おとしよりのふくし」、「庁内案内板」、「市
民球場の外野フェンス」など新たな広告媒体の活
用を見出した。積極的な増収策の検討が必要とさ
れており、引き続き、新たな広告媒体の検討を重ね
ていく。

6,716 355

【削減効果額】
・子育てのたまて箱
　約1,235千円×３年間
・介護保険ガイド＆おとしよ
りのふくし
　約1,57１千円×１年間
・ごみ・資源の出し方カレン
ダー　720千円×２年間

【歳入増効果額】
・市民球場の外野フェンス
約355千円×１年間

政策課

77 1
取組内容を達成し
た

【公共施設内での看板掲出等】
▼　東西玄関に広告付き案内板を設置した。
▼　東玄関に簡易証明写真機を設置した。

1,088

【歳入増効果額】
・案内表示板
　約887千円（２年間合計）
・証明写真撮影ボックス
　約201千円（１年間）

財産活用
課

3

取組目標には未
達成だが、目標達
成に向けた進展
があった

【図書館ＨＰの広告掲出】
▼　広報紙及び図書館ホームページで募集する記
事は、定期的に掲載してた。特にホームページに
は、提出書類を掲載していくよう調整した。また、ル
ミエール府中で行われるテクノフェアでの案内配布
も検討しており、さまざまな場面でのＰＲを行った。
▼　平成23・24年度は掲載なし。25年度にホーム
ページに提出書類等を掲載後、1件4か月4万円の
申込みがあり・歳入確保に繋がった。事業時の書
類配布等は未実施のため、関係機関と調整する。

40

平成23・24年度申込・歳入
0件。25年度　1件4か月4
万円（平成25年12月～26
年3月）

図書館

78 6
②　ネーミングライツ制
度の導入

▼　公共施設へのネーミングライツ制度の導入可能
性について引き続き検討します。

▽検討 ▽検討 ▽検討 4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

▼　ネーミングライツ制度の導入におけるメリット及
びデメリットの情報収集等に努めてきた。導入にあ
たっては、契約企業の不祥事等によるイメージ悪
化、契約状況により短期間での施設名変更、費用
対効果などの課題を慎重に整理し、他市の取り組
み状況等も考慮したうえで、実施の可能性につい
て引き続き検討を重ねていく。

政策課

79 6
③　市施設等の駐車場
の有料化

▼　受益者負担の原則に基づき、現在無料で開放し
ている市施設等の駐車場の有料化を実施します。

▽検討 ▽導入 ▽拡大 2
取組内容と異なる
結果となったが見
直しを行った

▼　駐車場利用者の避難路の確保及びセキュリ
ティの確保の課題について検討した。実施に当
たっては、駐車場以外の庁舎施設の改修も必要と
なり、費用対効果の面からも、現段階での実施は
難しいとの結果に至った。新庁舎建設に合わせ実
施・検討していく。

財産活用
課

80 6
④　市施設の自動販売
機設置への競争入札の
実施

▼　市施設の自動販売機設置に競争入札を実施し、
収入増を図ります。

▽検討 ▽実施 ▽拡大 4
進展がなく、取組
目標の達成がで
きなかった

▼　実施当たっては、現在の設置目的や設置をし
ている団体との調整も必要なことから、引き続き関
係課と協議しながら検討を進める。

財産活用
課

▽新たな広告
媒体への有料
広告の検討・
導入

▽新たな広告
媒体への有料
広告の検討・
導入

▽新たな広告
媒体への有料
広告の検討・
導入

6①　広告料収入の拡大
▼　新たな広告媒体への有料広告の掲載を検討し、
さらなる歳入確保に努めます。
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

81 6
⑤　市税の税率の見直
し

▼　市民税法人税割や都市計画税の税率の見直し
を検討します。

▽検討 ▽検討 ▽検討 3

取組内容は未達
成だが、目標達成
に向けた進展が
あった

▼　引き続き法人税の実効税率の引き下げによる
影響や景気動向の変化などを把握し、引き続き適
正な税率のあり方を検討する。
▼　社会経済状況や都市計画事業等の進捗状況
等を総合的に考慮し、納税者への税負担の緩和を
図るため、都市計画税率0.2％を平成24年度から
平成26年度まで継続する。引き続き、都市計画事
業の充当率及び近隣市の都市計画税率の把握に
努め、適正な税率のあり方を検討する。

市民税
課、資産
税課

82 7市税等の収納率の向上

▼　市民の利便性の向上及び収納率の向上を図る
ため、コンビニエンスストアにおける市税収納等、公
金の収納取扱い品目の拡充を進めます。
▼　インターネット公売により自主財源の確保に努め
ます。
▼　介護保険料、保育料、学童クラブ育成料、給食
費、市営住宅使用料等の収納率の向上に努めま
す。

▽コンビニ収
納の拡充
▽収納方法拡
充の検討

▽コンビニ収
納の拡充
▽収納方法拡
充の検討

▽コンビニ収
納の拡充
▽収納方法拡
充の検討

▽市税収納率
99.4％

1
取組内容を達成し
た

▼　平成２２年度に軽自動車税から導入したコンビ
ニエンスストア収納及び携帯電話を活用した収納
を平成２３年度から市税及び国民健康保険税に拡
充し、納付環境の整備を行った。また、平成２５年
度より従来納期限までとしていた取扱い有効期限
を２８日間延長し、さらなる納付環境の拡充を図っ
た。
▼　未納者に対しては、現年課税分の未納者に対
し、催告書を送付するとともに、財産調査等を行
い、差押えを実施した。

【参考】
直接的に効果額を算出す
ることは難しいため、現年
課税分の収納額及び収納
率で比較をした。
ただし、調定額が減額して
いる場合もあるため、必ず
しも収納額が増加するとは
限らない。
【前年度比較額】
H23：59,147,563円　（0.2ポ
イントの増）
H24：-67,007,109円　（0.1
ポイントの増）

納税課

83 8受益者負担の適正化

▼　施設使用料・手数料の設定基準に基づき、定期
的にコスト計算を行うなどし、継続して受益者負担の
適正化に努めます。
▼　施設使用料・手数料の設定基準については、初
期投資分の減価償却費の算入を検討するほか、社
会経済情勢の変化、施設の特性等を踏まえ、必要に
応じて見直しを行います。
▼　各種サービスにおける受益者負担のあり方を再
検証し、必要に応じて利用者負担等の適正化を図り
ます。

▽適正化 ▽適正化 ▽適正化 3

取組目標には未
達成だが、目標達
成に向けた進展
があった

▼　施設使用料・手数料の設定基準に基づき、毎
年、前年度決算数値に基づくにコスト計算を行うこ
とで、継続して受益者負担の適正化に努めてき
た。しかしながら、具体的な料金改定については見
送った。
▼　設定基準そのものの見直しについては、近隣
自治体の動向も踏まえつつ、社会経済情勢の変
化、施設の特性等を再検証し、基本方針の案を作
成した。今後、市民や関係機関の意見を踏まえ、
基本方針を策定する予定である。

政策課

▼　国有地の払い下げ照会や生産緑地の買取申
出、普通財産の用途変更時など、未利用地の活用
方法について新たに検討する必要が生じた際に
「府中市未利用地活用検討会議」を開催し、財産
の有効活用を図ってきた。
▼　未利用地活用については、平成25年度より用
地取得と共に検討することとなったため、当会議は
「用地取得等検討会議」に包含される形となった。
▼　物件の内容を精査し、売却できるよう整備し、
Ｈ２５年度中に売却できるよう準備している。

3

取組内容は未達
成だが、目標達成
に向けた進展が
あった

84 ▽有効活用9
未利用の市有地の有効
活用

▼　未利用の市有地のうち、社会経済状況や周辺環
境の変化等により、取得当初の目的達成が困難と
なった土地については、状況に応じた新たな活用、
貸付等を検討し、財産の有効活用を図ります。

▽有効活用 ▽有効活用
政策課、
財産活用
課
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

1
取組内容を達成し
た

1
取組内容を達成し
た

【国民健康保険特別会計・後期高齢者医療特別会
計】
▼　平成２３年度及び平成２４年度の取組として
は、国保と後期は保険税（料）の改定を行い、実施
計画どおりに進めることができた。
▼　ジェネリック医薬品差額通知については、国保
は平成２６年２月に、後期は平成２５年８月に実
施。医療費通知については、国保は平成２５年８月
に、後期は平成２５年１１月に実施。平成２３年度
から平成２５年度までの取組計画は達成。

保険年金
課

1
取組内容を達成し
た

【介護保険特別会計】
▼　委託による認定調査、給付費通知、医療情報
との突合点検、事業者相談常設窓口や、集団指導
と実地指導の実施委託による認定調査などや、給
付適正化ソフトなどを活用し、給付の適正化を図
り、計画通り着実に進めている。

高齢者支
援課

1
取組内容を達成し
た

【競走事業特別会計】
▼　本場の来場促進策として、音楽イベントや近隣
の学生とのコラボレーション企画、ボートレースチ
ケットの活用などにより来場促進を図った。
▼　場間場外発売の推進、レースの面白さ、話題
性を喚起するため、企画レースを開催し売上の向
上を図った。
▼　夏季のレースを１時間遅らせてサマータイムで
実施し、電話投票の売上が向上した。
▼　経営を合理化するため、場全体（施設）をコン
パクト化運営経費の削減を進めた。
▼　平和島開催レースの全体売上を向上するた
め、営業活動により場間場外発売を強化した。
▼　今後、本場の活性化とインターネット媒体を活
用した宣伝広告の強化による電話投票の更なる売
上向上を図っていく必要がある。

【参考】
継続的に、市会計への繰
出金が出せるよう経営改
善を進めた。
※他会計への繰出金
・H２３…一般２億円
・H２４…一般２億円
・H２５…一般１億円、用地
２億円

事業部

85
特別会計の財政健全化

10
▼　特別会計の財政健全化に取り組みます。
▼　一般会計からの繰入基準を見直す等、繰入金の
抑制を図ります。

▽健全化 ▽健全化 ▽健全化
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取組内容 H23 H24 H25
H25

目標数値
取組内容
の結果

２３年度～２５年度での取組み成果の状況
（課題等も含めた取組み結果を記載）

計画期間中
（H２３～H２５）の
削減効果額
（千円）

計画期間中
（H２３～H２５）の
歳入増効果額
（千円）

備考
（効果額積算内訳等）

主担当課プラン名

1
取組内容を達成し
た

【公共用地特別会計】
▼　国庫、都支出金等を活用し、主管課及び関係
課と協議しながら施策の優先順位を取り決め、そ
の事業計画に応じた用地取得を行った。今後も、
市の財政事情を鑑みながら、事業化の進捗に合わ
せた用地取得を心掛ける。

財産活用
課

1
取組内容を達成し
た

【下水道事業特別会計】
▼　補助対象事業において、国庫・都支出金の可
能な限りの財源確保に努めた。
▼　適正な下水道使用料の検討を行うため、平成
２６年度以降の財政計画を２５年度中に策定した。
▼　公共下水道事業は、平成３０年度から地方公
営企業法の適用により公営企業会計へ移行が必
要となることから、移行に向けての調査・準備等が
必要となる。

下水道課

1
取組内容を達成し
た

【火災共済事業特別会計】
▼　加入世帯の増加を目指し、秋・春の火災予防
運動に併せてのチラシ配布や、広報ふちゅうへのＰ
Ｒ記事の掲載などにより本事業をＰＲしているが、
ここ数年、加入世帯数は減少傾向にあるため、より
効果的なＰＲ方法を検討する必要がある。なお、民
間の火災保険が充実していることや、火災共済事
業を実施している市区町村は数えるほどしかない
現況を踏まえると、本事業の在り方についても検
討する必要がある。

防災危機
管理課

効果額合計 1,558,673 1,557,190 1,483

85 10特別会計の財政健全化 ▽健全化 ▽健全化 ▽健全化
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